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第29回系統ＷＧにおける確認事項

➢ Ⅰ期残容量の蓄電池募集プロセスを早期開始する
➢ Ⅰ期残容量については洋上風力以外の電源に対象を限定
➢ Ⅱ期の40万kWを洋上風力の準備区域に割り当てることをもって系統の確
保を認める

➢ Ⅰ期残容量の枠が残る場合は洋上風力の準備区域に割り当てる
➢ 発電所運開時期に応じて蓄電池設置時期に裕度を持たせるといった、既存
スキームを改良する対応を進める

●2021年2月25日の第29回系統WGにおいて、北海道の系統側蓄電池による風力
発電募集プロセス（以下、「蓄電池募集プロセス」）について、以下の方針で進
めることが確認されました。

●本日は、Ⅰ期残容量の募集概要（案）をご説明いたします。
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【参考】Ⅰ期残容量・Ⅱ期の取扱い
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蓄電池募集プロセスⅠ期残容量の募集概要（案）
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蓄電池募集プロセスⅠ期残容量の募集概要（案）１/３

募集容量 43.8万kW（蓄電池容量目安 7.8万kW-4h程度）

容量の上限 1サイト最大43.8万kW

募集対象

●設置する系統側蓄電池に係る費用を共同負担することを前提とした連系を希望する案件
●北海道内へ立地する出力変動緩和対策が必要となる発電設備
・離島に設置するもの、および一般海域における洋上風力は除く
・港湾区域※1における洋上風力は含む

選定方法 ●蓄電池の費用負担可能上限額余剰分単価※2に基づき優先順位を決定

運転期間 ●蓄電池運転開始から20年間を基準に設定

運転開始時期 ●2030年度までに発電所の運転開始が可能な案件

主な応募条件

●蓄電池本体、連系設備、設置工事、運転期間中の保守・運用・メンテナンスおよび充放
電損失に係る費用を共同負担すること※3

●事業中止等による他事業者様への影響を最小限に抑制するため、一定の信用評価基準を
満たす金融機関の債務保証書類を提出すること

※１ 港湾法第2条第3項に規定する港湾区域
※２ 負担可能上限額余剰分単価[円/kW]

＝（負担可能上限額[円]ー工事費負担金[円]）/最大受電電力[kW]
※３ 係る費用について、一般負担分は10%（2021年2月25日 第29回系統WG 資料３）



○募集概要公表からプロセス完了までのフローは下図のとおりです。(Ⅰ期募集時を参考)
○蓄電池募集プロセスへの応募案件の状況等により、所要期間が増減する場合がございます。
○蓄電池募集プロセスと一括検討プロセスの相互干渉による遅延が生じないよう、接続検討
にて容量制約がある場合は、出力抑制を前提とした接続も考慮いたします。

○優先系統連系希望者決定後、必要に応じ、グループ化による蓄電池設置時期の分割・運転
期間を検討いたします。効率的な設備形成とするため、分割する場合は２分割を上限とい
たします。

○募集要綱の公表にあたっては、事前に意見募集を行います。
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＜途中辞退や負担金入金遅延等による他の参加者への影響を軽減する募集方法について＞
○本募集プロセスは、系統側蓄電池の設置および蓄電池運転期間中の運用に係る費用を共同
負担いただける事業者様を対象とした募集スキームとなります。

○本募集プロセスでは途中辞退や工事費負担金入金遅延等による他の参加者様への影響を軽
減するため、第一次および第二次保証金の入金、一定の信用評価基準を満たす金融機関の債
務保証書類提出および工事費負担金補償契約の締結が必要となります。

○本募集プロセスでは、事業者様都合で途中辞退された場合、保証金は返還されません。
また、工事費負担金補償契約締結後に辞退した場合は、補償金をお支払いいただきます。

＜募集対象について＞
○Ⅰ期残容量は、北海道に立地する出力変動緩和対策が必要となる発電設備が対象となりま
す。（離島に設置するもの、および一般海域における洋上風力は除きます。港湾区域におけ
る洋上風力は含みます。）

○Ⅰ期実施時にⅡ期へ移行の意思を表明された陸上風力および港湾区域の洋上風力は、Ⅱ期
対象外のため、プロセスに参加される場合はⅠ期残容量へ応募していただくこととなります。

○Ⅱ期の対象は洋上風力の準備区域となりますが、詳細は今後、資源エネルギー庁にて検討
される予定です。
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Ⅰ期残容量の募集における留意点
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●弊社は、系統側蓄電池による風力発電募集プロセス（Ⅰ期残容量）
の早期開始に向け、準備を進めてまいります。

●また、本プロセスが円滑に進むよう、募集の詳細等について、国や広
域機関に相談しながら、検討を進めてまいります。
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【参考】保証金・工事費負担金補償契約に関する補足
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